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 A Study on Comparability of Accounting Numbers 
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3) 経済安定本部企業会計制度対策調査会中間報告（1949）「企業会計原則の設定について」
より。下線は筆者による。  




5) 一般的には「経理自由の原則」という。  
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6) 企業会計原則 第一 一般原則 一 [真実性の原則 ]。下線部は筆者による。  
7) 會田 (1968)p.192 
8) 會田 (1968)p.192 
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２．１．１ シュマーレンバッハの動的貸借対照表 12) 
 シュマーレンバッハによれば、貸借対照表には、静的貸借対照表 (statische Bilanz)、動的

















                                                   
9) 會田 (1968)p.202 
10) 會田 (1968)p.202 
11) フィッシャーについては拙稿 (2013)を参照されたい。  
12) 上野 (2018)pp.29-61 に依拠している。  
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13) 上野 (2018)pp.63-92 に依拠している。  
14) 収支は必ずしも現金取引だけではなく信用取引も含めている。  
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 こうした会計基準の変更に伴う会計方針の変更については「企業会計基準第 24 号 会計
上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」で以下のように定められている。  
「会計方針の変更に関する原則的な取扱い   
6. 会計方針の変更に関する原則的な取扱いは、次のとおりとする。  
                                                   
15) 上野 (2018)pp.93-126 に依拠している。  
16) 企業会計原則注解 注 1。企業会計の目的は、利害調整と情報提供と考えられる。利害
調整とは企業を巡る利害関係者の利害対立を解消又は調整することであり、情報提供とは投
資者の意思決定に有用な情報を提供することである。  
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は、その経過的な取扱いに従う。   

























２．３ 会計基準等の改正以外の会計方針の変更による垂直的比較可能性について  
 会計基準等の改正以外の会計方針の変更も認められている。例えば、従来とは異なる分野
への進出や、業務形態の変更などがある。製造業からサービス業へ事業形態が変化した場合
                                                   
17) 下線は筆者による。  
18) 企業会計基準第 24 号 4.(9) 
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(5) 会計方針を当該事業年度に変更することが妥当であること  
 会計方針の変更のための正当な理由があるかどうかを判断するに当たっては、なぜ当該
事業年度において会計方針を変更しなければならないのか（変更の適時性）についても、留
                                                   
19) 監査・保証実務委員会実務指針第 78 号 8 
富山短期大学紀要第 56 巻(2020.3) 
 

































礎を形成する情報（いわゆる「論証の重み (weight of argument)」）が多いため、過去の見積
                                                   
20) 企業会計基準第 24 号 4.(3)。下線は筆者による。  
21) 企業会計基準第 24 号 17 
22) IAS 第 8 号 (pars.32-35)。下線は筆者による。  
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23) 「「修正再表示」とは、過去の財務諸表における誤謬の訂正を財務諸表に反映することを
いう。」企業会計基準第 24 号 4.(11) 
24) 企業会計基準第 24 号 55 
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図  2 プロスペクティブ方式（定額法、残存価額ゼロ） 26) 
 プロスペクティブ方式では、耐用年数変更後の減価償却費は変更時の帳簿価額を耐用年数
変更後の残存耐用年数で除することによって計算される。ここで計算された減価償却費は単
                                                   
25) 菊谷 (2010)p.59 図 4 より。  
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27) IAS 第 16 号 (pars.60-61)。下線は筆者による。  
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う正当性を示し得るとの考え方が示されている」 30)としている。  















                                                   
28) 企業会計原則注解【注 1－2】  
29) 企業会計基準第 24 号 60 
30) 企業会計基準第 24 号 60。下線は筆者による。  
31) 企業会計基準第 24 号 19 
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